
第２節  海外長期研修支援事業 

 

（事業の目的） 

第 13 条 海外長期研修支援事業（以下「海外長期研修事業」という。）は、青年農業者等を海

外農業先進国に派遣し、農業実習等をとおして国際的な視野を培いつつ、逞しい営農意

欲と優れた経営能力を養うことを目的とする。 

 

（事業の内容） 

第 14条 海外長期研修事業は、公益社団法人国際農業者交流協会主催の研修とする。 

 

（事業の対象及び要件） 

第 15条 海外長期研修事業の対象となる者は、農業に従事している青年、若しくは研修修了後

に就農することが確実な青年であり、知事等の推薦があった者とする。 

２ 研修の内容が、自己の知識、技術の向上が図られ、今後の活動が促進されるものであ

ること。 

３ 研修期間は、概ね１年以上のものとする。 

４ 研修に対する助成は、同一人に対し１回限りとする。 

 

（事業の実施） 

第 16条 海外長期研修事業は、公社が、栃木県及び公益社団法人国際農業者交流協会と協力の

もとに実施するものとする。 

 

（申  請） 

第 17条 海外長期研修事業の助成を受けようとする者は、原則として事業実施 30 日前までに

海外長期研修支援事業助成申請書（別記様式第１号）を、指導機関を経由し、その意見

を付して理事長あて提出するものとする。 

 

（給  付） 



第 18条 理事長は、申請書の内容を審査し、適当と認めたときには、助成金給付決定書（別記

様式第２号）をもって、申請者に通知するものとする。 

２ また、助成金給付決定した旨（別記様式第３号）を指導機関に通知するものとする。 

３ 給付決定を受けた者は、給付決定後速やかに助成金給付請求書（別記様式第４号）を

理事長に提出し、その提出をもって助成金を給付するものとする。 

 

（報  告） 

第 19条 助成金の給付を受けた者は、事業終了後 30 日以内に海外長期研修支援事業実績報告

書（別記様式第５号）を指導機関を経由して理事長に提出するものとする。 

     なお、理事長は給付者に対し、その事業実績及び就農状況について確認することがで

きるものとする。 

 

（返  還） 

第 20 条 助成金の給付を受けた者は、全研修期間の３分の２を満たす前に帰国した場合は返

還届（別記様式第６号）を、指導機関を経由して理事長に提出し、助成金を返還するも

のとする。 

 


